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盗撮ビデオ映像は証拠として有効？

事実経緯

　李氏は1997年に王氏と知り合い、間もなく1998年2月に結婚した。結婚後、王氏は無職だけでなく、妊娠も出来なかった。李氏は夫婦生活の面白さを感じられないため、不倫に落ちた。

　2004年3月、李氏は裁判所に提訴し、離婚して夫婦の共有財産を分割するよう請求した。審理において、双方は結婚前の財産や結婚後の共有財産について異議がなかったが、王氏の弁護士は、王氏が「李氏が配偶者を有する者として他人と同棲したこと」を立証するため探偵に盗撮してもらったビデオ映像を裁判所に提出した。李氏の弁護士は同証拠の合法性について異議を申し立てた。

裁判判決

本案の焦点は被告の王氏が提出した盗撮映像の証拠能力に係るものである。証拠の基本特徴としての客観性と関連性については双方に異議がないが、合法性については争われていた。証拠の合法性とは、訴訟証拠が法的手続きによって得られた事実資料でなければならないことを指す。
本件における李氏が配偶者を有する者として他人と同棲したことは法律上の守るべき合法的権益を有せず、当該映像が第三者のプライバシーには関わったが、第三者のプライバシーを侵害するために作成したのではなく、配偶権を守るために他人のプライバシーに関わらざるを得なかったものである。また、当該証拠にはクリップ、パッチワーク、改竄及びでっち上げがなく、善良な風習に背ける手段を取って得られたものではなく、証拠禁止にも当たらない。

　最高裁の2001年12月付「民事訴訟証拠の若干問題に関する規定」（以下、「規定」という）第70条第3項に基づき、被告の証拠収集手段が原告の許可を得られないが、原告の合法的権益を侵害しない証拠は証拠としての合法性に合致するので、事実経緯を認定できる証拠と認められる。

　本案において、双方は裁判所の調解を経て離婚合意に達し、李氏は過失のない王氏に適当な財産補償を行った。

コメント

　近年、ビデオ映像は視聴覚資料として良く使われているため、当事者がプライベートで撮影したビデオ映像は証拠として認められるか否かについて争われている。

　プライベートで撮影したビデオの合法性について、最高裁の1995年3月付「相手方の当事者の許可なくプライベートで録音した会話は証拠として使われてはならないことに関する返答」に基づき、証拠収集が合法的でなければならず、合法的手段でしか得られない証拠は事実経緯を証明できる証拠と認められる。相手方の当事者の許可なくプライベートでその会話を録音することは不法行為であり、同手段を取って得られた録音資料は証拠として使われてはならない。しかし、利害関係を有する当事者双方が自分に不利な証拠を相手方に作成させるのはあり得ないので、常識に背く。

最高裁の「規定」に基づき、他人の合法的権益を侵害する又は法律上の禁止性規定に違反する方法で入手した証拠は事実経緯を認定できる根拠とならない（第68条）。他の証拠をもって証左できる、合法的手段で入手した、疑問のない視聴覚資料又は視聴覚資料と照合して合致する複本は、相手方の当事者が異議を申し立てたが、反駁するに足りる反対の証拠がない場合、裁判所はその証拠能力を認めなければならない（第70条第3項）。
　上記「規定」は証拠の合法性の判断基準について「他人の合法的権益を侵害するか否か」等を基準として判断すると定めたが、具体的な適用においては裁判官は自由裁量権をもって判断することができる。本件における李氏が配偶者を有する者として他人と同棲したことは法律上の合法的権益を有せず、当該映像が第三者のプライバシーには関わったが、第三者のプライバシーを侵害するために作成したのではなく、配偶権を守るために他人のプライバシーに関わらざるを得なかったものである。また、「法律上の禁止性規定に違反する」そのものは曖昧であり、法律上のある具体的行為に対する具体的規制に違反することを指すか、それとも各基本原則を含む規制に違反することを指すかは不透明である。

　王氏が探偵に盗撮してもらった行為そのものは法律上の合法的証拠収集方法ではないが、当該証拠にはクリップ、パッチワーク、改竄及びでっち上げがなく、善良な風習に背ける手段を取って得られたものでさえあれば、法律上の禁止性規定に違反しないと認められる。

証拠収集する場合の注意事項

　司法実践において、「盗撮ビデオ映像」を収集する必要がどうしてもある場合には、下記の三つの点を把握するよう注意しなければならない。①案件の性質と社会に対する危険程度、②当事者の行為の不法若しくは不当性の程度、③プライベートで撮影する行為の原因、条件、主観的過失等。

　下記のいずれかに該当する場合、プライベートで撮影したビデオ映像は証拠として認められる。①当事者の一方が相手方の許可なくプライベートで撮影したが、利害関係を有しない方が現場にいって盗撮過程の真実性を証明できる場合、証拠と認められること、②盗撮の対象者が盗撮のことを知らないが、その後当該事実を知って許可を与えた場合、証拠と認められること、③ビデオ映像は鑑定を経てクリップ、パッチワーク、改竄及びでっち上げがないと認められ、且つ他の証拠をもって証左できる場合、その証拠能力を認める。


輸出入工業品リスク管理弁法
国家質量監督検験検疫総局は、2017年3月6日付け「輸出入工業品リスク管理弁法」（以下、弁法という）を公布し、2017年4月1日より施行することを決めた。本稿では7章32条で構成された「弁法」の概要を以下のとおり取りまとめる。

適用範囲
弁法は食品、化粧品、動植物産品を除く輸出入工業品にかかるリスク情報の収集、リスク情報の評価、リスク警報及び迅速対応と監督管理などの業務に適用する。
リスクと生産経営者の意味
弁法の所謂リスクとは品質安全リスクであり、すなわち輸出入工業品の人類健康と安全、動植物生命と健康、環境保護、国家安全及び輸出入貿易に対する関係各方の合法権益に危害をもたらす可能性及び程度を指すものである。
弁法の所謂生産経営者とは輸入工業品の荷受人及びその代理人、輸出工業品の生産企業、荷主及びその代理人等を指すものである。
リスク管理
1、国家質量監督検験検疫総局及びその各地部門はそれぞれの輸出入工業品リスク情報収集、リスク情報の評価、リスク警報及び迅速対応の業務を管理する。
2、国家質検総局は輸出入工業品品質安全リスク警報プラットフォームを設置し、E-CIQ主幹システムに依り、情報化技術を応用し、輸出入工業品リスク情報の収集と公布を行う。
3、輸出入工業品の生産経営者は輸出入のリスク追溯システムを作り、輸出入工業品の品質安全を保証し、社会監督を受け入れ、社会の責任を負わなければならない。
四、リスク情報の収集
1、輸出入工業品リスク情報の出所には、輸出入検験監督情報、輸出入認証監督情報、国外通報のリコール情報、輸出返送情報、抜取検査情報、政府及び業界協会通報情報、外国政府部門通報情報、病院傷害報告情報、交通事故情報、消防事故情報、産品安全事故情報、技術法規基準情報、マスコミ世論情報、生産経営者報告情報、消費者苦情及びその他のリスク情報を含まれる。
如何なる組織或いは個人は国家質検総局、検験検疫部門或いは国家監測センターに実名で輸出入工業品リスク情報を提供できる。
輸出入工業品の生産経営者はリスク情報報告制度を作らなければならない。産品にリスクが存在することを発見した場合、速やかに国家質検総局、検験検疫部門或は国家監測センターに関連するリスク情報を報告しなければならない。
リスク情報の評価及び処置
国家質検総局、検験検疫部門は、技術機構または専門家に輸出入工業品リスク情報について評価を委託することができるものとし、そのリスク評価報告書に基づいてリスク警報の関連措置を実施する。
関係検験部門、生産経営者、消費者と使用者にリスク警報を公布し、必要な措置を取るよう注意を喚起する。
生産経営者にリスクのある輸出入工業品の返送または処分、輸出入の停止、販売と使用の停止またはリコールの実施を命じる。法によって、リスクのある輸出入工業品の差押を実施する。
生産経営者が速やかにリスクの削減措置を取らなかった場合、国家質検総局或は検験検疫部門はその法定代表者または主要責任者に面談を求めることができる。
法律責任
生産経営者が弁法に違反し、下記のいずれかに当たる場合は、国家質検総局、検験検疫部門はそれに改正を命じることが出来て、改正を拒否され、且つ厳重な結果を齎した場合、3万元以下の罰金を課することが出来る。
その産品にリスクが存在することを承知しながら、自発的に国家質検総局、検験検疫部門に関連情報を報告せず、または報告を隠蔽し、漏れたこと
国家質検総局或いは検験検疫部門によるリスク警告及び迅速対応措置或いはリスク軽減措置の実施に協力しなかったこと
速やかに返送、処分、輸出入の停止、販売と使用の停止、リコールなどのリスク軽減措置を実施せず、或は措置の不適正で有効にリスクをコントロールできなかったこと
利害者に真実な情況及びリスク軽減措置を通報しなかったこと

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家質量監督検験検疫総局の「輸出入工業品リスク管理弁法」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/04/01

	2
	交通運輸部の「中華人民共和国国際海運条例実施条例」
	2017/03/07

	3
	国務院の「新しい情勢下における知的財産権侵害と海賊商品製販の打撃を強化する工作に関する意見」
	2017/03/09

	4
	中国銀監会弁公庁の「外資銀行の部分業務展開関連事項に関する通知」
	2017/03/10

	5
	人力資源社会保障部の「外国人の在華就業管理規定」の修正に関する決定
	2017/03/13

	6
	人力資源社会保障部の「全国人民保険加入登記の全面実施の工作に関する通知」
	2017/03/20

	7
	国家税務総局の「増値税電子領収書の推進業務の更なる完備に関するする指導意見」
	2017/03/21

	8
	人力資源社会保障部の「労働人事争議調停仲介の更なる強化、多元処理メカニズムの完備に関する意見」
	2017/03/21

	9
	民政部弁公庁の「社会組織統一社会信用番号制度作りの全面推進の関連事項に関する通知」
	2017/03/23

	10
	環境保護部の「高汚染燃料目録」の配布に関する通知
	2017/03/27

	11
	国家食品薬品監督管理総局の「食品生産経営企業の食品安全遡及体系作りの若干規定の配布に関する公告」
	2017/03/28

	12
	国家税務総局の「特別納税調査調整及び相互協商手順管理弁法」の公布に関する公告
	2017/05/01

	13
	国家安全生産監督管理総局の「建設プロジェクト職業病防止保護施設「三同時」監督管理弁法」
	2017/05/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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